
資料№１

課題、評価事項（成果） 方向性、見直し提案等 子ども・子育て会議意見

見込 確保 実施状況 確保 実績 確保 実績 確保 実績 確保 実績 確保 実績

2-1.幼児期の教育・保育 実施状況

1号認定
（3～5歳　学校教育のみ）

180 240 295 80 240 62 240 69 240 61 240 61
　希望するこども園・幼稚
園へ入園を確保することが
できました。

P57

2号認定
（3～5歳　保育の必要性あり）

514 958 988 674 958 635 958 639 958 641 958 650
　希望する保育園・こども
園へ入園を確保することが
できました。

P57

3号認定
（0～2歳　保育の必要性あり）

374 382 342 348 382 373 382 369 382 379 382 410

　産休育休明けの年度途
中入所の場合も、新年度
入園で申込可能とすること
で、入所確保ができまし
た。ただし、年度後半以降
に入園希望があった場合
は、入所保留で育休延伸
での対応となる場合もあり
ました。

P57

3-1.利用者支援事業

利用者支援事業
子ども課
（保幼）

　子どもや保護者が保育
園、幼稚園での教育・保
育や放課後児童クラブ等
の地域子育て支援事業
の中から適切なものを選
択し、円滑に利用できる
よう、身近な場所で支援
を行う事業です。

- - - - - - - - - - - -

　園開放事業や一時預か
り事業などで、保育園未就
園児についての相談対応
ができましたが、相談件数
は少ないため、さらに相談
しやすくなる取り組みが必
要といえます。

　市の関係職員による子
育て支援についての連携
体制をかため、適切な相
談支援の実施を目指しま
す。

P59

3-2.地域子育て支援拠点事業 実施状況

地域子育て支援拠点事業
子ども課
（支援C）

　子育て支援センター等
で、子育て中の親子の交
流や育児相談、親子教
室、子育て関連の情報提
供等を実施し、子育ての
孤立感、負担感の解消を
図るとともに、地域の子
育てサークルの活動を支
援します。

13,000 13,000

 魚沼市子育て支援センターでは広場開
放を月曜日から金曜日の9時から16時、
土曜日は9時から11時半で実施。年10回
の出張広場を実施(入広瀬8回、守門2
回)。堀之内なかよし保育園での広場開放
を月曜日から金曜日の9時から15時、すも
んこども園で8時30分から11時30分で実
施。
各保育園等で年1回から10回程度の園開
放事業を実施。

17,000 18,841 16,000 19,755 15,000 18,539 14,000 16,863 13,000 13,964

　児童数の減と未満児保
育の増などにより、利用者
数は減っています。
　子育て支援センターの広
場開放は、コロナウイルス
感染症防止対策で3月2日
から閉館となり、利用者数
の減になりました。

　今後は育児相談や情報
提供、親子教室、運動教
室など事業内容・相談体
制の充実を図っていきた
い。

P59

3-3.妊婦健診事業 実施状況

妊婦健診事業
子ども課
（母子）

　妊娠・出産期から子育
てまでの途切れない支援
に配慮することが重要で
あり、母子保健施策の推
進の一環として、妊婦の
健康診査にかかる費用を
助成しています。

210 210

　 妊娠の経過を確認するとともに、安心し
て出産に臨めるよう妊婦一般健康診査受
診票（14回分）の交付及び市独自事業とし
て15回目以降の妊婦健診の助成を行い、
受診状況を把握しています。

230 232 230 232 220 214 220 209 210 187

　妊娠全期を通じて健診費
用の負担軽減及び母体や
胎児の健康管理につなが
りました。

今後も医療機関と連携しな
がら、妊娠、出産及び子育
てへの不安を軽減する支
援体制を充実する必要が
あります。

P60

魚沼市子ども・子育て支援事業計画　令和元年度事業評価シート

R元 R元 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元

(単位：人)

実施状況

　制度上の「利用者支援事業」は実施して
いないものの、子ども課、子育て支援セン
ター、保育園・幼稚園では入所案内や子
育てサービスの紹介はもちろんのこと、子
育て世代の様々な悩み相談に対応してい
ます。

(単位：利用延人数)

(単位：人)

R2
担当部署

事業の内容

計画における目標値 事業実施状況 R1評価・検証結果

備　考施策（網掛け）及び
取組・事業

子ども課
（保幼）

保育園、幼稚園、認定こ
ども園等において、就学
前の幼児の保育、教育を
実施する事業です。

　子ども・子育て新制度により幼稚園教育
の希望や保育の必要量・理由を調査する
中で、利用調整を実施しました。
　２号３号認定を受けている方には現況調
査を実施しました。

　28年度にはすもんこども
園が市内初の認定こども
園として開園しましたが、1
号ニーズに対応するため、
今後も既存の保育園の認
定こども園への移行を検
討します。
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課題、評価事項（成果） 方向性、見直し提案等 子ども・子育て会議意見

見込 確保 実施状況 確保 実績 確保 実績 確保 実績 確保 実績 確保 実績

R元 R元 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元

R2
担当部署

事業の内容

計画における目標値 事業実施状況 R1評価・検証結果

備　考施策（網掛け）及び
取組・事業

3-4.乳児家庭全戸訪問事業 実施状況

乳児家庭全戸訪問事業
子ども課
（母子）

　訪問スタッフ、保健師等が、
生後4 か月までの乳児のいる
全ての家庭を訪問し、様々な
不安や悩みを聞き、子育てに
関する情報提供等を行い、親
子の心身の状況や養育環境
を把握しています。支援が必
要な家庭に対しては関係機
関と連携し、母子の孤立を防
ぎ、適切な支援につなげてい
きます。

200 200

　保健師や育児経験者であるスタッフが
生後2～3か月頃の乳児の家庭を訪問し、
養育環境や子育て状況を聞き、行政サー
ビスの紹介と子育て支援に取り組みまし
た。

230 217 220 234 220 208 210 203 200 195

　対象家庭全てを訪問し、
子育ての様子を確認する
ことができました。
継続支援が必要な保護者
に対しては、保健師が訪
問し不安軽減と孤立防止
に努めました。

　里帰りの長期化や親子
で住所が別など多様化す
る対象者のニーズを考え
ながら子育て支援できるよ
う、スタッフ研修の充実を
図るとともに、関係機関と
の連携を更に強化する必
要があります。

P61

3-5.養育支援訪問事業 実施状況

養育支援訪問事業
子ども課
（母子）

　乳児家庭全戸訪問事業等
により把握した保護者の養育
を支援することが特に必要な
家庭に対して保健師、助産
師、保育士等が関係機関と連
携し、妊娠期から継続して必
要な支援を行います。

5 5
　特に支援が必要な家庭は、保健師と要
対協が一緒に家庭訪問を実施し、連携し
て継続的な支援に取り組んでいます。

5 5 5 4 5 1 5 3 5 4

　妊娠届出時に保健師が
面談を行なうことにより、ハ
イリスクケースを早めに把
握でき、乳児家庭訪問の
実施とともに早期に介入で
きました。

今後も適切な支援ができ
るよう要対協等、関係機関
と連携していきます。

P62

3-6.子育て短期支援事業

子育て短期支援事業 -

　短期入所生活援助（ショート
ステイ）事業は、保護者の疾
病や仕事等の事由により、児
童の養育が一時的に困難と
なった場合に、児童養護施設
等で一時的に保護するもので
す。
　また、夜間養護等（トワイラ
イトステイ）事業は、保護者が
仕事等の理由により、平日の
夜間又は休日に不在となり児
童の養育が困難となった場合
等に、児童を児童養護施設等
で保護するものです。

- - - - - - - - - -

　受け入れ施設（児童養護
施設）を新たに開設するこ
とは頻度を想定した場合に
困難と考えます。

　要保護児童の状況を勘
案しながら、ファミリーサ
ポートセンター事業等代替
可能な資源も検討する必
要があります。
（参考：現在、県内で実施
しているところは新潟市の
み）

P63

3-7.ファミリー・サポート・センター事業 実施状況

依頼会員 5 5
依頼会員の登録者数は昨年より増えてい
ます。

4 14 4 12 5 14 5 9 5 13

　母子手帳交付時や子育
て便利手帳に掲載し周知
しており、利用者が徐々に
増えている状況です。

　より利用しやすいように
制度の見直しを検討し、事
業の充実を目指します。

提供会員 13 13
提供会員の登録者数は昨年より増えてい
ます。

10 3 11 7 11 13 12 12 13 20
　提供会員数が少ないと、
利用ニーズに応えられな
い。

　支援センターに関わる方
や依頼会員へ幅広く声が
けするなど人材確保に努
めます。

3-8.一時預かり事業 実施状況

保育園 523 523 720 401 655 505 609 746 559 741 523 544

幼稚園（在園児対応） 6,300 6,300 7,105 1,928 6,860 1,668 6,685 2,154 6,475 3,097 6,300 3,310

ファミリー・サポート・センター
事業の利用

子ども課
(支援C)

8 8
　母子保健との連携により乳児の依頼が
増え、利用者数は昨年より増加していま
す。

5 7 6 2 8 8 8 5 8 18

　母子手帳交付時や子育
て便利手帳に掲載し周知
しており、利用者が徐々に
増えている状況です。

　より利用しやすいように
制度の見直しを検討し、事
業の充実を目指します。

(単位：人)

(単位：人)

　現在実施していません。

(単位：人)

(単位：実人数・幼稚園のみ延人数)

子ども課
(支援C)

　児童の預かり等の援助
を受けることを希望する
者（依頼会員）と援助を行
うことを希望する者（提供
会員）との相互援助活動
に関する連絡・調整を実
施しています。

P63

子ども課
（保幼）

　保護者の社会参加や病
気、冠婚葬祭、育児等に
伴う心理的・肉体的負担
の解消等のため、一時的
に子どもを保育園等で預
かる事業です。
※ここでは、保育園での一時
保育、幼稚園での在園児対
象の預かり保育、ファミリー・
サポート・センター（就学前児
童対象分）、地域子育て拠点
施設等での一時預かりが対
象となっています。

　緊急時等の子育て支援のため市内の全
保育園・幼稚園で実施しています。

　保育園については、利用
者も目標値を上回ってお
り、事業は定着してきたと
いえます。
幼稚園については、目標
値は下回っていますが、利
用者は増加傾向にありま
す。

　園開放などで制度を知っ
た利用者からは利用しや
すいという声を聞きます。
今後も緊急時に利用しや
すい総合的な体制づくりに
努めます。

P64
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課題、評価事項（成果） 方向性、見直し提案等 子ども・子育て会議意見

見込 確保 実施状況 確保 実績 確保 実績 確保 実績 確保 実績 確保 実績

R元 R元 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元

R2
担当部署

事業の内容

計画における目標値 事業実施状況 R1評価・検証結果

備　考施策（網掛け）及び
取組・事業

3-9.延長保育事業 実施状況

延長保育事業
子ども課
（保幼）

　保護者の就労形態の多
様化、長時間の通勤等に
伴う延長保育需要に対応
するため、通常保育時間
を超えて保育が必要な場
合に保育を行う事業で
す。

395 395

　市内全保育園で実施しています。
　公立では全園19時まで、小出保育園で
は22時まで、清心保育園では19時30分
(土曜は19時）までそれぞれ開園していま
す。

431 716 422 660 413 476 404 634 395 645

　公立保育園においては、
Ｈ27に延長保育料が発生
する時間帯の見直しと、標
準時間認定の方には延長
保育料がかからないよう改
正したことから、利用者は
目標値を上回っています。

　保護者の就労形態を勘
案しながら事業を継続実
施します。

P66

3-10.病児病後児保育事業 実施状況

病児・病後児保育
子ども課
(支援C)

　病児・病後児保育事業
は、病気にかかっている
子どもや回復しつつある
子どもを病院等の医療機
関や保育施設などで看
護師等が一時的に預か
るものです。

3 3
　小出病院内で病児・病後児保育室を実
施しています。

3 10 3 215 3 309 3 260 3 251
　延べ利用者数は減少し
ましたが、病児・病後児保
育の役割は果たしました。

　このまま継続します。 P66

3-11.放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 実施状況

放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）

子ども課
（保幼）

主に保護者が就労等に
より昼間は家庭にいない
小学生に、適切な遊びや
生活の場を与えて、児童
の健全育成を図る事業で
す。

369 420
　市内の各小学校区で児童クラブを実施
し監護する者がいない児童を受け入れま
した。

419 396 407 374 394 365 382 364 369 357

　利用希望のあった対象児童
を全て受け入れることができ
ました。
　特別な支援を必要とする児
童に対応するため、非常勤職
員の増員や夏休み期間中の
学校介助員による加配を行い
ました。

　待機児童が生じないよう
事業を継続実施します。

P68

(単位：実人数)

(単位：定員数)

(単位：入所児童数)
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課題、評価事項（成果） 方向性、見直し提案等 子ども・子育て会議意見

4-1.幼児期の学校教育・保育の一体的提供の推進

幼児期の学校教育・保育の
一体的提供の推進

子ども課
（保幼）

　本市では、現在、「認定こども園」の設置はありません。
1 号ニーズに対応できる「幼稚園」は市内に2 施設（公・
私立各1 園）ありますが、市内全域を対象とした募集に
対して、定員を大幅に下回っています。
　ニーズ調査結果から、幼稚園のほか、少数ながら認定
こども園の利用希望もあり、保護者の幼児教育への関
心が伺えます。
　まずは、既存の施設の有効利用を図ることを第一とし、
居住地から近い施設でもニーズを満たすことができるよ
うに、既存施設からの認定こども園への移行について検
討を始めます。

R元
　幼保連携型認定こども園である「すもんこども
園」で学校教育・保育の一体的提供を行ってい
ます。

　市内初の認定こども園「すもん
こども園」で、地域の未満児保
育ニーズや幼児教育ニーズに
対応しています。
　この他の公立保育園の認定こ
ども園への移行について、検討
を行いました。

　1 号ニーズに対応できるよう、
公立保育園等再編計画の中
で、保育園の認定こども園への
移行の検討を進めていきます。

P71

4-2.質の高い幼児期の学校教育・保育の提供及び地域の子育て支援の役割及びその推進方針

質の高い幼児期の学校教
育・保育の提供及び地域の
子育て支援の役割及びその
推進方針

子ども課
（保幼）

　子どもの健やかな育ちを等しく保障し、本計画の基本
的な視点である「子ども、家庭、地域の力」を育て、子ど
もたちの生涯にわたる人格形成の基礎を培うため、幼児
期における教育・保育の「環境」及び「質」の向上を図り
ます。
　そのために、幼稚園教諭、保育士等の人材確保、教職
員の資質向上のための研修の実施、職員の処遇改善を
図ります。
　また、既存施設の有効利用など適正な施設規模の確
保、地域型保育事業導入の推進を図るとともに、財政健
全化の観点から、公立保育園の民営化を含めた施設整
備について検討を始めます。
　地域の子育て支援では、「放課後児童クラブ」、「一時
預かり」などの事業の充実を図るほか、保護者や地域の
子育ての力が高まるよう、地域性や園の特色を生かした
活動、地域交流を通じて、子育ちの視点に立った親支
援、地域での子育て支援の推進を図ります。

R元

■教育・保育の質の向上及び職員の資質向上
のための研修
　新潟県保育士会や新潟県保育連盟が実施す
る研修会に保育士を派遣し、職員の資質向上、
保育・教育の質の向上に取り組みました。
■公立保育園民営化の取組
　魚沼市公立保育園等再編検討専門部会にお
いて、公立保育園の再編、民営化についての検
討を行いました。
■放課後児童クラブの充実
　　特別な支援を必要とする児童に対応するた
め、非常勤職員の増員や夏休み期間中の学校
介助員による加配を行いました。
■一時預かりの充実
　全ての保育園で一時預かりを実施しています。
　平成27年から1時間単位で利用できる料金設
定を行い、利便性の向上を図っています。
■親支援、子育て支援の推進
　子育て支援センターにおいて、親支援のため
の各種事業実施しているほか、、保育園幼稚園
等を含め、随時子育て相談に応じています。

　保育士等は、研修で得た知識
や技能等を保育の現場で生か
すよう努めました。

■教育・保育の質の向上及び職
員の資質向上のための研修
　今後も教育・保育の環境や質
の向上を目指します。また、保
育士等の資質向上を目指し、研
修に派遣します。
■公立保育園再編の取組
　公立保育園の再編、民営化に
係る基本的な考え方をまとめて
いきます。
■放課後児童クラブの充実
　引き続き児童の生活環境の改
善、向上を目指します。
■一時預かりの充実
　引き続き、保育園等で一時預
かりを行います。
■親支援、子育て支援の推進
　引き続き、子育て支援センター
や保育園等で親支援、子育て相
談等に対応します。

P71

4-3.幼児期の学校教育・保育と小学校教育との円滑な接続（幼保小連携）の取組の推進

幼児期の学校教育・保育と
小学校教育との円滑な接続
（幼保小連携）の取組の推進

学校教育課
子ども課
（保幼）

（支援C）
生涯学習課

　「幼保小連絡会議」に放課後児童クラブを加え、小1 問
題だけでなく各年齢で生じる様々な問題等に対し、一貫
した指導が行えるよう、情報交換などによる課題を共有
するほか、継続して職員及び関係者の共通理解を図りま
す。
　職員の相互理解を深めるため、保育参観、授業参観へ
の積極的な参加や一貫した教育のための合同研修など
による交流の場を設けるなど、連携に努めます。
　また、幼児期の学校教育・保育と小学校教育との円滑
な接続のために、行事への相互参加など、異年齢交流
を推進します。

R元

・保育園・幼稚園・小学校においては連絡会議を
年２回程度実施しています。
　また、各種行事への相互参加により連携に取
り組んでいます。
　子育て支援センター主催の年中時発達相談、
ステップアップ教室へ参加し、園や保護者の教
育的ニーズに対応しています。
・特別支援教育研修会の開催については、学校
だけではなく、保育園、幼稚園にも案内し、学校
及び園職員が共に学び合う機会を提供していま
す。
・就学時健康診断では、学校からの依頼により
「子育てセミナー」を開催しました。就学に向けた
心構え、家庭教育の指針について、保護者への
講話を行いました。　

・連絡調整会議において子ども
の様子を把握することで幼児期
から就学期へ切れ目のない支
援を行えるよう取り組んでいま
す。また放課後児童クラブにお
いては参集されていない地区も
あります。
・各種行事では職員は子どもの
様子を把握する機会となり、児
童は異年齢交流によりお互いの
成長によい刺激となっていま
す。
・卒園後の学校生活を見通し、
集団参加やコミュニケーション
等、適切な支援を検討すること
ができました。

・連絡会議の時期や回数を含
め、個別ニーズがより接続しや
すくなるような幼保小間の連携
体制の調整を行う。すべての放
課後児童クラブが参加できるよ
う検討します。　
・職員・児童のほかに就学前の
保護者が学校の様子がわかる
ような取組を検討します。
・療育の情報を学校教育につな
げる情報伝達のシステム構築に
向け、学校教育課と子ども課が
共同で検討します。
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　施策（網掛け）及び取組・事業
R2

担当部署
事業の内容 事業実施状況

R元評価・検証結果
備考
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5.産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保

子ども・子育てに関する広
報・周知

子ども課
　市報・お知らせ版、市ホームページ、魚沼市情報メール
配信サービス、暮らしのガイド、子育て便利帳を利用した
周知活動を行う。

R元

　毎月市報、ホームページ、メルマガ配信を利用
し、、保育園や幼稚園、こども園の開放事業、子
育て支援センター事業の周知活動を実施(私立
を含む7保育園、1幼稚園、１こども園、子育て支
援センター)

　メルマガは利用者がカテゴリを
選択し登録しているので、より関
心のあるカテゴリは登録者が増
加しています。

　事業周知等の情報提供を継続
実施します。

Ｈ27 　保育園等では日々の保育や園開放事業で気軽に相 　子育て支援センターでの栄養相談 　保育園等の相談受付は随時実施

子ども・子育てに関する相談
受付

子ども課
（保幼）
（母子）

（支援C）
市民課

(市民相談係)

　市民相談センター、民生委員・児童委員、保育園・幼稚
園、子育て支援センター、保健師と連携して、妊娠、出
産、育児、生活にかかる不安を取り除き、解消する。

R元

　保育園等では日々の保育や園開放事業で気
軽に相談に応じる体制を作っています。
　子育て支援センターでは日々の広場開放や電
話で相談に応じるほか、毎週月曜の計測日に看
護師による相談、第２、第３月曜日は栄養相談を
実施。
　市民相談センターでは、担当部署へ取次ぎの
ほか、傾聴に心がけ相談対応を行いました。
　乳幼児健診等を通じて、保護者の心配事や子
育て環境等の把握に努め、不安軽減や孤立化
予防を行っています。

　毎週月曜の計測日、月2回の
栄養相談、健康相談のときの来
場者数は多いが、栄養相談は、
ゆっくり相談できると好評です。
　市民相談センターでは、市民
に対し、諸制度の仕組みや手続
きの方法等の助言を行い、必要
に応じて相談後のフォローも行
いました。
　個別の状況に応じて子育て支
援サービスの紹介や関係機関
への連絡調整を行い、孤立感解
消を図ることが重要です。

　妊娠期から子育て期までの切
れ目のない支援のために、新庁
舎に子育て世代包括支援セン
ターが開設予定です。健康相談
や栄養相談も含め相談体制の
整備を図っていきます。

6-1.児童虐待防止対策の充実

子どもからの相談体制確立
子ども課
（支援C）

　子どもスマイルコールを設置して、子ども達から直接
「いじめ・虐待等」の相談を受ける。

R元
　継続して子どもスマイルコールを設置していま
す。

　子どもから発信ができるような周
知方法を検討する必要があります。

　学校等を通しての周知を図り
ます。

「子どもスマイルコール」カー
ド配布

子ども課
（支援C）

　「いじめ・虐待等」の相談のための連絡先等周知カード
を広く配付する。

R元

　子ども課窓口等への設置を行うとともに、虐待
かもと思ったら、全国共通ダイヤル「189」カード
配布、ポスター掲示を庁舎、公民館、保育園、学
校などで実施しました。

　24時間対応の児童相談所全
国共通ダイヤル「189（いちはや
く）の市民への周知を進めていく
必要があります。

　様々な媒体を通じて周知を継
続実施します。

こんにちは赤ちゃん訪問
(乳児家庭全戸訪問事業)

子ども課
（母子）

　生まれてから4 か月までの乳児の家庭に訪問して、育
児不安等について様子を伺う。（H21 年から全戸訪問実
施）

R元

　対象家庭全てを訪問し、養育環境や子育ての
様子を確認することができました。また、産後の
継続支援が必要な保護者に対しては保健師が
訪問を実施しました。

　従事者の研修では、要対協に
も参加してもらい実施しました。
気になるケースは継続した支援
を実施しました。

　情報交換や研修会で産後うつ
病や虐待防止の視点を養ってス
キルアップしていきます。

要保護児童対策地域協議会
子ども課
（支援C）

　虐待相談、ケース検討、問題を抱える家庭への効果的
な支援など、関係機関との連携による要保護児童ネット
ワークを活用して問題解決を図る。

R元

　協議会代表者会議1回、実務担当者会議4回、
個別支援ケース会議を27回開催し、情報共有と
効果的な支援や個別のケース検討を行いまし
た。

　精神疾患を持つ保護者や、特定
妊婦の増加、不登校・ひきこもり、等
ケースが多様化しており対応が難し
くなってきています。

　児童相談所をはじめとする関係機関と
連携し、継続して取り組みを実施してい
きます。妊娠から切れ目のない支援を目
指し、子育て世代包括支援センターの開
設に向け、検討を進めます。

要保護児童関係機関との協
働

子ども課
（支援C）

　要保護児童対策地域協議会の個別ケース支援会議な
ど、関係機関と協働して被虐待児家庭への支援を行う。

R元

　児童相談所、市保健師、学校、保育園、幼稚
園などとともに被虐待児家庭への支援を行いま
した。必要に応じ関係機関と情報共有を図るほ
か、一緒に訪問等を実施しました。

　個別ケース支援会議等で情報
を共有し、それぞれの支援へと
つなげています。

　継続して連携を図ります。

養育支援訪問事業
子ども課
（母子）

　養育支援が必要な家庭に対して、訪問による支援を行
う。

R元
　妊娠届出時から気になる妊婦は、特定妊婦と
して関係機関と連携して対応。出産後は、要対
協と同行訪問を実施しました。

　早期に介入でき、支援が必要
な家庭に関しては、関係機関と
連携し、支援を実施します。

　家事支援を含めた子育て支援
が必要となる場合もあり、対応
できるような体制も検討します。

6-2.ひとり親家庭の自立支援の推進
Ｈ27 新規申請・転入者数　41人（H28.2月末） 135,299,080円の手当を支給でき 市報、ホームページ、メルマガ

児童扶養手当
子ども課
（児福）

　18 歳以下のお子さん（障害のあるお子さんは20 歳未
満）を養育しているひとり親家庭の父または母や、母また
は父に代わって児童を養育している方に支給します。
（所得制限有）

R元

新規申請・転入者数　33人（R2.3月末）
資格喪失・転出者数　20人（R2.3月末）
認定者数 320人（R2.3月末）
受給者数 269人（R2.3月末）

　法定の事務です。
　168,069,410円の手当を支給
し、ひとり親家庭等への経済的
支援につなげました。

　市報、ホームページ等を活用
し、制度の周知及び案内を継続
して行います。

ひとり親医療費助成
子ども課
（児福）

　ひとり親家庭に対する医療費助成（所得制限有）。内容
は乳児・子ども医療費助成と同じ。

R元

受給者大人308人、子ども460人、計768人（R2.3
月末）

　法定の事務です。　
　ひとり親家庭の父、母、又は養
育者及び児童の医療費に対し
助成し、ひとり親家庭の経済的
負担軽減を図りました。

　引き続き児童扶養手当との連
携により、制度の周知に努め、
対象漏れのないようにします。

ひとり親に対する放課後児
童クラブ負担金の軽減

子ども課
（保幼）

　ひとり親家庭の負担金を1/2 に軽減する。 R元

　放課後児童クラブを利用するひとり親家庭の
負担金を1/2に減額しています。
　令和元年度における対象世帯数は34世帯で、
対象児童数は41人です。

　ひとり親家庭の負担軽減を図
ることが出来ました。

　今後もひとり親世帯に対する
負担額の軽減を継続し、ひとり
親世帯の子育てを支援します。

P73

P74

P75
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保育料の軽減
子ども課
（保幼）

　母子世帯で、非課税世帯等の場合 R元

　ひとり親世帯で非課税の場合、保育料は無
償。
　市民税所得割額48,600円未満の世帯は保育
料が1,000円の減額のうえ半額、77,101円未満の
世帯は、2号認定で6,000円（令和元年10月から
は無償）、3号認定で9,000円に軽減しました。ま
た、2子以降は保育料無償としました。

　ひとり親家庭の負担軽減を図
ることが出来ました。

　今後もひとり親世帯に対する
負担額の軽減を継続し、ひとり
親世帯の子育てを支援します。

P75

6-3.障害児施策の充実

つくしプレイ教室
子ども課
（支援C）

　発達に課題のある就園前児童の療育教室 R元
　未就園児とその保護者を対象に、水曜クラス４
６回、木曜クラス１３回、延べ利用人数３２２人

　親子での小集団参加を通して
成長を促すとともに、必要に応じ
療育相談へつながりました。

３歳未満児での入園が増えたた
め、入園後も通室可とし、園との
情報共有や巡回訪問により継
続した支援体制作りをします。

ステップアップ教室
子ども課
（支援C）

　発達に課題のある就学前児童の療育教室 R元
　未就学児とその保護者を対象に延べ４８回開
催しました。３クラスに分けて対象児延べ２９１人

　保護者支援としてペアレント・ト
レーニングを実施し、保護者の
意識が向上しました。今後も継
続するための人材、体制作りが
課題です。

今後もペアレントトレーニングや
情報提供、個別相談などで保護
者支援し、発達に課題のある児
への支援につなげます。

教育相談 学校教育課
　障害の状態等に応じて適切な教育を行うための就学
相談を行う。

R元

・学校教育課特別支援教育担当管理指導主事
及び指導主事が中心となり、就学相談会の開催
や園訪問、個別面談等を行い、保護者及び職員
の就学相談に対応しています。
・教育支援委員会を開催し、就学相談を希望し
た幼児の情報を収集するとともに、望ましい就学
先を審議しています。
・教育支援委員会委員には、医師、大学教授等
を招聘し、専門的な見地からアドバイスを得てい
ます。

　教育支援委員会では、就学相
談を希望した幼児19名の検討、
審議を行いました。委員会の判
断を参考に、本人、保護者の意
向を尊重して就学先を決定しま
した。

　子育て支援センターや各園の
発達支援コーディネーターとの
連携を深め、保護者との継続的
な相談を通して、望ましい就学
先の検討を進める方向を検討し
ます。

支援ファイルの活用 福祉支援課
　教育、医療、福祉、労働等の関係機関と連携による相
談支援を継続的に実施するための「相談支援ファイル」
を作成、活用

R元

○令和元年度中交付人数　6人
　（内訳）　　
　　子育て支援センター経由　　6人

　市の自立支援協議会の療育
支援部会において活用方法に
ついて検討しました。配布対象
者が発達障害と明記されている
ことから、保護者等への配布に
抵抗を感じる支援者が多いこと
が確認できました。このほか記
載内容が多く、保護者の負担に
なるのではとの意見がありまし
た。

自立支援協議会の療育支援部
会において、相談支援ファイル
の活用方法の見直しを実施しま
す。　所管についても引き続き検
討します。

保育園障害児受入れ
子ども課
（保幼）

　職員の研修機会をつくり、障害・発達障害児の受入れ
を行う。

R元
　県保育士会や保育連盟等での研修会に参加
するほか、園内でも支援方法について定期的に
研修を実施しています。

　児童の特性を理解し安心でき
る環境や居場所づくりに配慮し
た保育に取り組んでいます。
　支援の必要な児童には加配の
保育職員を配置し対応しまし
た。

　保護者の気持ちに寄り添いな
がら児童の特性にあった支援が
できるよう研修を継続します。

放課後児童クラブ障害児受
入れ

子ども課
（保幼）

　職員の研修機会をつくり、小学生の障害・発達障害児
の受入れを行う。

R元

・支援員で企画した研修会で障害を持つ児童の
特徴や接し方を学ぶテーマで学習しました。
・臨床発達心理士を講師とした研修に職員9名を
派遣しました。
・支援員のスキルアップのため、家庭教育支援
者要請研修会、発達支援コーディネーター養成
研修会に参加しました。

　各児童クラブにおいて、職員
研修による専門知識の習得や
職員の加配対応等により様々な
障害を持つ児童を受け入れてい
ます。

　引き続き支援員の研修機会を
確保し、加配職員の配置も含
め、どの児童クラブにおいても
障害児や発達障害児をスムー
ズに受け入れることができるよう
体制を整えます。

保育園等巡回訪問事業
子ども課
（支援C）

　保育園・幼稚園、子ども園に支援チームが訪問し、発
達に不安のある児童とその保護者からの相談に応じ、園
生活を安心して送られるよう支援する。

R元

　保育園、幼稚園を年2回訪問し、支援を担当す
る保育士に対して、対応に対する助言や支援方
針の検討を行いました。１１園、対象児３４人、延
べ６８人

　専門職によるコンサルテーショ
ンを行ない、支援につながりまし
た。外部機関の専門職の従事
回数が限られていることが課題
です。

子育て世代包括支援センター設
置に向けて、母子保健との連携
強化を強めます。
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課題、評価事項（成果） 方向性、見直し提案等 子ども・子育て会議意見
　施策（網掛け）及び取組・事業

R2
担当部署

事業の内容 事業実施状況
R元評価・検証結果

備考

相談支援事業 福祉支援課
　「うおぬま相談支援センター」に委託し、身体、知的、精
神、発達障害等を対象に様々な相談に対応するととも
に、関係機関との連絡調整を図る。

R元

○障害児の相談及び障害福祉サービス利用に
かかる支援等を実施します。
○魚沼市自立支援協議会の療育支援部会にお
いて、関係機関との連携や特別支援教育につい
ての勉強会等を実施しました。

　特別支援教育の勉強会によ
り、相談支援専門員が一般校と
特別支援学校での特別教育の
差異を認識し、障害児の就学
等、ライフステージが変化する
時期に適切な相談対応を実施し
ました。

○児童発達支援センター
　　魚沼圏域内の各市町が単独
での設置は難しい状況であるこ
とから、魚沼圏域での設置につ
いて、圏域の自立支援協議会へ
要望します。

日中一時支援事業 福祉支援課
　障害のある方に日中活動の場を提供し、家族の就労
支援及び日常的に介護している家族の休息を目的とし
た一時的な見守りを行う。

R元

○R2年3月末支給決定者数の実績　
　　55人（うち児童19人）
○H31年度実利用者数の実績
　　44人（うち児童15人）

　１８歳未満の障害児と１８歳以
上の障害者が混在した状態で
事業を展開していることから、障
害児に特化した事業内容とする
ための見直しを実施しました。

　魚沼学園での重度心身障害
児等の受け入れについて検討
を実施します。

発達障害への意識啓発

福祉支援課
子ども課
（支援C）

　一般の保護者に対し、発達障害教育やセミナーの開催
をとおして理解を深めてもらう。

R元

■福祉支援課実施なし

■子育て支援センター
　ペアレントプログラム講座（６回コース、参加者
７人、延べ３８人）を２歳～年長児の保護者を対
象に実施しました。

　自立支援医療（精神通院）受
給者のうち、診断書等にて発達
障害の方の把握を行いますた。
（令和２年１月現在で１８歳以上
６７名、高校生以下１１名）　

　参加者にとって、子育ての負
担感の軽減につながりました。
情報交換や仲間作りの場にもな
りました。

　発達障害に限定しての事業の
予定はありませんが、障害者へ
の理解を深めるための普及啓
発は必要と考えます。
　発達支援コーディネーター研
修と園との協力体制によりペア
レントログラムを継続する他、発
達障害理解普及のための保護
者向けセミナーを計画していき
ます。

重度心身障害者医療費助成 福祉支援課
　重度心身障害者の入院・通院に対し、保険診療による
自己負担のうち、一部負担金を超える額を助成する。

R元
R2.3月末現在　18歳以下23人（うち、15歳以下19
人）

　法定の事務です。
　制度に基づき、適正な事務執
行を行いました。

　引き続き、当事者への周知を
行います。

年中児発達相談
子ども課
（支援C）

　年中児の（保護者の）希望者に対して、発達相談を受
ける。

R元
　母子保健、就学指導、療育支援、保育園・幼稚
園等関係者が連携して、発達相談を行ないまし
た。３０人

　発達に課題があっても相談や
受診につながらないケースもあ
ります。

支援者対象の研修や保護者向
け案内の工夫により、相談や支
援につながるよう努めます。

小児慢性特定疾患児日常生
活用具給付事業

子ども課
（母子）

　小児慢性特定疾患治療研究事業の対象者に日常生活
用具を給付し、日常生活の便宜を図る。

R元 　実施実績なし 　なし
　申請があった場合には遅滞な
く給付します。

障害児福祉手当 福祉支援課
　常時介護を要する在宅の20 歳未満の最重度の障害
児に支給し、福祉の増進を図る。

R元 R2.3月末現在　　11人
　法定の事務です。
　制度に基づき、適正な事務執
行を行いました。

　引き続き、当事者への周知を
行います。

特別児童扶養手当 福祉支援課
　一定の障害を有する児童を育てている方に手当を支給
し、福祉の増進を図る。

R元 R2.3月末現在　　56人
　法定の事務です。
　制度に基づき、適正な事務執
行を行いました。

　引き続き、当事者への周知を
行います。

7.労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携

職場における子育て意識
啓発

商工課

・雇用主に対する子育て意識の啓発と支援策の提案等
・仕事と生活の調和の実現に積極的に取組む企業に対
する認定制度・認定マーク（くるみん）及び特例認定マー
ク（プラチナくるみん（仮称））の周知
・雇用保険の被保険者の方の育児休業中の収入として、
育児休業給付金受給があることの周知

R元

　新入社員及び入社後２～３年の若手社員を対象に、
中小企業の人材育成やワークライフバランスに関する
セミナーを実施しました。
【新入社員等合同研修会】
　日　　　時：4月5日
　会　　　場：ボランティアセンター
　参加者数：10事業者41人
【タイムマネジメント研修会】
　日　　　時：4月22日
　場　　　所：ボランティアセンター
　参加者数：8事業者39人

　従業員研修に積極的な企業と
余裕がない企業との間で取組に
対する温度差が依然としてあり
ますが、研修会への参加企業
数、参加者は、徐々に増えてき
ました。

　これまでの取組を継続しつつ、
会社訪問等の折に企業の状況
を把握するとともに、状況に応じ
た支援制度等の案内を進めるこ
ととします。
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